
2002年（平成14年）10月　第621号〔６〕

ラジオ「情報Ｐａｃｋ 78 なは Ｎａｆａ」月～金/午前8時・午後5時50分（亜熱帯ＦＭなは78.0MHz）～

後期教養講座受講生
勤労青少年ホーム勤労青少年ホーム

沖縄キリスト教短期大学
2003年度  4月入学  社会人学生募集

一日合同行政相談所を開設一日合同行政相談所を開設
10月21日（月）～27日（日）は行政相談週間です

場所　ダイエー那覇店　8階
日時　10月23日（水） 10時30分～16時

当日は、弁護士による法律相談も受け付けます。

相談は無料・秘密厳守です。
お問い合わせ
　総務省　沖縄行政評価事務所　1866-0148
　　　　　　　　　市民活動課　1862-9955 お問い合わせ

那覇市勤労青少年ホーム
那覇市旭町35番地　1862-6037

対 象 者　　15歳以上30歳までの男女
受講期間　平成14年11月～平成15年3月（15回）
時　　間　午後6時30分～8時30分
受 講 料　無料（ただし、教材費は自己負担）
申　　込　健康保険証か運転免許証など身分を証明するものを持
　　　　　参のうえ、本人が直接申し込む
申込期間　10月7日（月）～19日（土）午後1時から午後8時
　　　　　※日曜・祝祭日は休館

１　特別推薦入試（21歳以上、自己推薦可能）
　　○募集学科　英語科・保育科（若干名）
　　　出願期間　10月31日（木）～11月6日（水）
　　　試 験 日　11月13日（水）

２　社会人のためのＡＯ型入試
　　○随時、面談と書類審査によって選抜する
　　　入試です。
　　○面談申込期間　2003年3月6日（木）まで

詳しくは　沖縄キリスト教短期大学入試課
〒903-0207　沖縄県中頭郡西原町字翁長777
　1945-9782　　　　　FAX.946-1241
　 E-mail:nyushi@ocjc.ac.jp

市職員の給与・職員数のあらまし
市民の皆さんに、職員の給与と職員の数について、

ご理解をいただけるよう、そのあらましをお知らせします。
人　事　課　1861-7499
行政経営室　1861-5033

給与について………
職員数について……

お問い合わせ

人件費の状況（平成13年度普通会計決算）
歳出総額Ａ（千円）

104,530,547
人件費には、給与、退職手当、共済費、議員や三役などの報酬等を含んでいます。

実質収支（千円）
1,079,224

人件費Ｂ（千円）
22,779,295

人件費率（Ｂ/Ａ）
21.8％

1 2年度の人件費率
23.3％

職員給与費の状況（平成14年度予算　※水道・病院会計を除く）
職 員 数　

（人）
2,533

給与は給料、扶養手当など諸手当（退職手当を除く）、期末手当からなっています。

給　　　料
11,081,430

給 与 費（ 千 円 ） １人あたり給与費
（給与費/職員数）

6,896千円
職 員 手 当
1,673,039

期 末 勤 勉 手 当
4,712,111

計
17,466,580

職員の平均給料月額及び平均年齢の状況

平均給料（俸給）月額
平均年齢

区分

一 般 行 政 職

一般行政職とは、税務関係職、消防職、企業（水道局）職や、給食調理員などの技能労務職、幼稚園教諭などの教
育職等を除くすべての職員です。国の数値は推計値です。

三役や市議会議員の給料・報酬は、「那覇市特別職報酬等審議会」において審議され、市議会の議決を経て決定されます。
行財政改革の一環として市長の給料を７％、助役・収入役の給料を６％減額しています。上記は減額後の数字です。

（平成14年４月１日現在）
那覇市

3 7 0 , 1 4 7円
4 4 . 0歳

国
3 3 5 , 6 0 5円
4 0 . 4歳

初任給の状況

大　学　卒
高　校　卒

区分

一 般行 政職

（平成14年４月１日現在）
那覇市 国

決定初任給
174,400円
141,900円

２年経過後
188,900円
151,800円

決定初任給
174,400円
141,900円

２年経過後
188,900円
151,800円

経験年数別、学歴別平均給料月額の状況

大　学　卒
高　校　卒

区分

一 般行 政職

（平成14年４月１日現在）
経験年数1 0年
2 8 3 , 4 3 5円
2 2 7 , 6 0 0円

経験年数1 5年
3 2 0 , 8 4 8円
2 8 3 , 4 6 7円

経験年数2 0年
3 8 4 , 9 7 8円
3 2 8 , 4 3 3円

特別職の報酬等の状況
三役の給料

市　長　　　1,026 , 0 0 0円
助　役  　 　　852 , 0 0 0円
収入役  　　　747 , 0 0 0円

議員の報酬
議　長　　　　706 , 0 0 0円
副議長　　　　636 , 0 0 0円
議　員　　　　596 , 0 0 0円

（平成14年４月１日現在）
三役議員の期末手当

 ６月期 1.45月分　３月期 0.50月分
12月期 1.55月分　合　計 3.50月分
一般職に準じ加算措置があります。

区分
支給対象職員
支給率

東京都で勤務する職員
４人
1 2％

職員手当の状況
区分 那　覇　市

・配偶者・・・・・・・・・・16,000円
・配偶者以外の扶養親族
　１人目　（配偶者が扶養を受けていない場合）・・・・・　　　6,500円
　　　　　（配偶者が扶養を受けてる場合）・・・・・・・　　　6,000円
　　　　　（配偶者のいない場合）・・・・・・・・・・・　　 11,000円
　２人目・・・・・6,000円　　３人目から・・・・・3,000円
・16歳から22歳の子を扶養・・・・・１人につき月額5,000円を加算
・月額12,000円を超える家賃の支払者
　家賃額により最高　18,400円
・持家の世帯主・・・・・5,900円

・月額12,000円を超える家賃の支払者
　家賃額により最高　27,000円
・持家の世帯主・・・・・1,000円

通勤距離が2km以上の者に支給
・交通機関（バス等）利用者
　運賃相当額を支給
  （最高限度額50,000円）
・交通用具（自動車等）利用者
　距離により　2,000円～16,100円

通勤距離が2km以上の者に支給
・交通機関（バス等）利用者
　運賃等相当額支給
  （最高限度額50,000円）
・交通用具（自動車等）利用者
　距離により　2,000円～20,900円

扶　養　手　当

住　居　手　当

通　勤　手　当

調　整　手　当

（平成14年４月１日現在）

期末手当及び退職手当の状況
那覇市

支給期　期末手当　勤勉手当　　　　　計
６月期　1.45月分     0.60月　　　　　2.05月分
12月期　1.55月分     0.55月　　　　　2.10月分
３月期　0.55月分        　　　　　　　0.55月分
計　　　3.55月分     1.15月　　　　　4.70月分
職務級などにより加算措置があります。

支給期　期末手当　勤勉手当　　　　　計
６月期　1.45月分     0.60月　　　　　2.05月分
12月期　1.55月分     0.55月　　　　　2.10月分
３月期　0.55月分        　　　　　　　0.55月分
計　　　3.55月分     1.15月　　　　　4.70月分
職務級などにより加算措置があります。

勤続年数　　自己都合　　勧奨・定年
勤続20年　　21.0月分　　　34.65月分
勤続25年　　33.75月分　　  44.55月分
勤続35年　　47.5月分        　62.7月分
最高限度額　60.0月分        　62.7月分
定年前早期退職特例措置２％～20％加算
退職時特別昇給　１号給（定年・勧奨）

勤続年数　　自己都合　　勧奨・定年
勤続20年　　21.0月分　　　28.875月分
勤続25年　　33.75月分　　  44.55月分
勤続35年　　47.5月分        　62.7月分
最高限度額　60.0月分        　62.7月分
定年前早期退職特例措置２％～20％加算
退職時特別昇給　１号給（定年・勧奨）

期
末
勤
勉
手
当

退
職
手
当

参
考

（平成13年度）

（平成14年４月１日現在）

医師職
5 2人
1 0％

支給総額
職員１人あたり支給年額

支給年度
時　　間　　外
勤　務　手　当

1 3年度
4 3 8 , 8 5 8千円
1 8 1千円

職員全体に占める手当支給職員の割合
支給対象職員１人あたり平均支給年額（試算）
手当の種類（手当数）
代表的　　　支給額の多い手当
手当の名称　多くの職員に支給されている手当

区分

特　殊　勤　務
手　　　　　当

全職種
3 9 . 1％

1 0 8 , 0 0 0円
3 7種類
医師手当

夜間看護等手当

1 2年度
4 8 8 , 3 4 2千円
1 9 7千円

国

退職手当の支給状況
退職者数（人） 平均支給額（千円） 平均勤続年数（年）区分

勧奨等には定年退職者を含み、平均支給額は全退職職員の平均です。

期間
Ｈ12.4.1～Ｈ13.3.31
Ｈ13.4.1～Ｈ14.3.31

自 己 都 合
18
19

89
86

勧　奨　等
6,349
4,765

自 己 都 合
27,388
28,389

勧　奨　等
15.9
13.0

自 己 都 合
33.0
33.5

勧　奨　等

一般行政職の級別職員数の状況
１級
主事
5�
0.3�
0.3�
�

0.7

那覇市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

区分
標準的な職務
職員数（人）
構成比（％）

１年前の
構成比（％）
５年前の
構成比（％）

２級
主事
212�
14.5�
14.2�
�

16.8

３級
係長
411�
28.1�
28.3�
�

24.4

４級
係長
170�
11.6�
12.9�
�

22.5

５級
係長
260�
17.8�
17.3�
�

13.1

６級
課長
247�
16.9�
15.8�
�

14.4

７級
次長
116�
7.9�
8.5�
�

5.9

８級
次長
23�
1.6�
1.4�
�

1.0

９級
部長
19�
1.3�
1.4�
�

1.0

計

1,463�
100.0�
100.0�

�
100.0

（各年４月１日現在）

（各年４月１日現在）部門別職員数の状況と主な増減理由

定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

（注）１　職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、
　　　　臨時又は非常勤職員を除いています。
　　２　制度導入見送りのため、再任用短時間勤務職員の採用はありません。

（１）　定員適正化目標（数・率）
　　　平成13年（４月１日。以下同じ）から平成17年までの５年間で、一般行政部門の10％、163人を削減。
（２）　定員適正化手法の概要
　　　民間委託の推進、類似業務の組織の統廃合、事務の必要性や事務量等の見直し、ＯＡ化等による公務能
　　　率の向上、期限付き事業の終了による定員引き揚げ、現業職不補充、類団比準化。

一 般 行 政 部 門

特 　 別
行 　 政
部 　 門

公 　 営
企 業 等
会 　 計
部 　 門
合 　 　 　 　 計

職 員 数 主な増減理由

　新人事制度構築、ＩＴ推進事業強化、那覇軍港対策室新
設、防災係新設、障害福祉法改正、生活保護世帯の増、
きれいなまちづくり室新設、派遣研修強化、公園リノベー
ション事業、地籍明確化事務事業支援等による増。
　市民会館舞台装置・安謝保育所・ごみ収集業務・ごみ最
終処分場・焼却炉クレーン操作業務等の民間委託、戸籍事
務電算化、壺川地区区画整理事業終了、港湾一部事務組合
設立等による減。
　世界遺産周辺整備事業、公民館主事職・小学校事務職等
の欠員補充等による増。
　建設部門市長事務局への移管、調理員等の退職不補充等
による減。

　放射線医師の増。
　開閉栓業務の一部民間委託による減。
　類団比準に伴う一律削減による減。
　港湾一部事務組合設立による減。

対 前 年
増 減 数

△18

13年 14年

1,581 1,563

教 　 育 △9591 582

消 　 防 0257 257
病 　 院 1419 420
水 　 道 △3171 168
下 水 道 △157 56
そ の 他 △27113 86

△573,189 3,132

一 　 般
行 　 政

部 　 門
13年 （参考）

数値目標１年目
減 　 員

区 分 12年
計画前年

△73
27�
△46�
1,581�
△16�
11�
△5�
848�
△1�
33�
32�
760

14年
２年目
△101
83
△18�
1,563�
△18�
9�
△9�
839�
△31�
1�

△30�
730

15年
３年目

0�
0�
0�

1,563�
0�
0�
0�
839�
0�
0�
0�
730

16年
４年目

0�
0�
0�

1,563�
0�
0�
0�
839�
0�
0�
0�
730

17年
５年目

0�
0�
0�

1,563�
0�
0�
0�
839�
0�
0�
0�
730

1,627

853

728

△163
1,464

△52
801

△19
709

13～14年
計
△174
110

△64（39％）

△34
20

△14（27％）

△32
34

2（－10％）

増 　 員
差 　 引
職 員 数

特 　 別
行 　 政

減 　 員
増 　 員
差 　 引
職 員 数

公 　 営
企 業 等
会 　 計

減 　 員
増 　 員
差 　 引
職 員 数

国

定　　員
20名
20名
20名
15名
20名
20名
20名
20名
20名
20名

講　　師
大　工　哲　弘
喜屋武　マ　サ
田　港　朝　子
吉　川　由美子
高江洲　　　忠
津　森　　　薫
東田盛　　　誠
国　吉　典　子
大　城　美代子
裴　　　艶　霞

曜　日
月
火
火
火
水
水
木
金
金
土

科　　目
三線（民謡）
料理
フラワーアレンジ＆ラッピング
ジャズ体操
陶芸
空手
ボイストレーニング
カラーコーディネート
紅型
中国語

沖縄行政評価事務所との共催により、国、県等関係機
関の協力を得て、下記のとおり、一日合同行政相談所
を開設します。

医療保険、年金、老人保健・福祉、雇用保険、
交通安全、恩給、公害、戸籍、道路、環境衛生、
登記など

募
集


